
 

東日本大震災への対応（平成24年３月末現在） 

 

 

１ 被災と復旧の状況 

東日本大震災は、平成23年３月11日（金）14時46分頃、所得税等の確定申告期限の直前、多数の納

税者が確定申告会場に来署している中で発生した。仙台国税局大船渡署の１階が津波により水没した

ほか、多数の局署の庁舎で内外壁の亀裂・剥落、天井パネルの落下、書棚等の転倒、窓ガラス破損等

の被害が生じた。 

これにより、震災直後の３月14日は、仙台及び関東信越国税局管内の10署が業務を休止し、34署が

窓口事務しか行えない状況となったが、４月18日には、庁舎が使用できない大船渡署及び須賀川署を

除き、全ての署で通常業務を再開した（現在、大船渡署及び須賀川署は仮庁舎で業務を継続）。 

また、福島原子力発電所事故の影響により、３月14日から28日までの間、関東信越、東京及び名古

屋国税局管内の延べ150署で計画停電が実施され、ＫＳＫシステム等が利用できず、納税証明書の発

行など一部の業務に影響が生じた。 

 

２ 震災直後の対応 

⑴ 国税の申告・納付等の期限の延長 

平成23年３月12日に、青森県、岩手県、宮城県、福島県及び茨城県の国税に関する申告・納付等

の期限を延長（地域指定）する旨を公表した（３月15日告示）。 

なお、これらの地域については、被災後の状況などを踏まえ、段階的に延長期限の期日を指定し、

青森県及び茨城県については７月29日、岩手県、宮城県及び福島県の内陸部等約８割の市町村につ

いては９月30日、岩手県及び宮城県の沿岸部の一部の市町村については12月15日、宮城県の石巻市、

東松島市及び女川町については平成24年４月２日を期日として指定した。 

また、今般の震災により、延長期限の期日までに申告・納付等の手続が困難な納税者については、

個別に期限の延長が認められることから（個別指定）、当該期日や個別指定について周知・広報し、

納税者からの相談に適切に対応することとした。 

⑵ 災害に関する税務上の取扱い等の周知 

災害に関する税務上の取扱い等について、震災発生後速やかに、パンフレットやホームページ等

を通じて周知・広報を行った。 

⑶ 避難中の納税者への対応 

平成23年３月22日以降、東日本大震災により被災した納税者等が全国の避難所等に避難している

状況を踏まえ、税に関する相談、還付金の支払に関する問い合わせ及び納税証明書の交付等につい

て、避難所等の最寄りの税務署で対応できる体制の整備を図った。 

 

３ 震災特例法への対応 

⑴ 震災特例法の施行に伴う対応 

平成23年４月27日、東日本大震災の被災者等の負担の軽減等を図るため「東日本大震災の被災者

等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律」（震災特例法）が成立し、被害を受けた住宅や家



財等につき、平成22年分所得税について雑損控除等の適用が可能となる措置などが創設された。 

これに伴い、被災地域を管轄する税務署を中心として多数の申告・納税相談、更正の請求や還付

申告書の提出が見込まれたことから、 

① 被災地域を管轄する税務署においては、他の税務署や国税局などからの応援派遣の実施により

必要な要員を確保する 

② 仙台、関東信越及び東京国税局における東日本大震災に関する電話による問い合わせには、専

用番号「０番」を設け、相談員を増員して対応する、また、５月13日以降は、仙台国税局電話相

談センターのサテライト・オフィスを東京国税局に開設して対応する 

③ パンフレットや国税庁ホームページ等を通じて震災特例法の内容等について周知・広報する 

④ 被災地域や納税者の方の実情に応じて、説明会や出張相談等を実施する 

⑤ 制度の周知・広報、説明会等の実施に当たっては、地方団体・関係民間団体と連携、協調して

対応する 

⑥ 避難所等の最寄りの税務署でも申告相談に対応する 

などの取組を行った。 

⑵ 震災特例法（所得税関係）に基づく還付申告等への対応 

今回の震災により住宅や家財等に被害を受けた方は、津波等の被害が甚大な岩手・宮城・福島各

県を中心に多数存在し、これらの方は、震災特例法に基づき、平成22年分の所得税について、雑損

控除等の適用により所得税の還付等を受けることができることとされた。このため、これらの地域

を管轄する仙台国税局では、平成23年11月末までを集中対応期間と位置づけ、記者発表などによる

積極的な広報や、個別相談の案内などを行うことにより、被災した方が早期に所得税の還付等を受

けることができるように取り組んだ。 

⑶ 震災特例法（相続税・贈与税関係）における土地等の評価の特例 

相続税及び贈与税における土地等の評価は、相続等又は贈与の時における時価によることとされ

ているが、震災特例法により、平成23年３月10日以前に相続等又は贈与により取得した指定地域内

の土地等に係る相続税・贈与税で、同月11日以後に申告期限が到来するものについては、震災によ

る地価下落を反映させるため、相続等又は贈与の時における時価によらず、「震災の発生直後の価

額」によることができることとされた。 

「震災の発生直後の価額」の算定に当たっては、震災による地価下落の状況を反映した｢調整率｣

を一定の地域ごとに定め、これを平成23年分の路線価等に乗ずる方法により、「震災の発生直後の

価額」を評価できることとしており、この「調整率」については、平成23年11月１日に公開した。 

 

 

（注）指定地域は、青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、千葉県の全域、並びに、

埼玉県加須市（旧北川辺町及び旧大利根町の区域）、埼玉県久喜市、新潟県十日町市、新潟県

中魚沼郡津南町及び長野県下水内郡栄村。 

 

４ 被災地への支援 

⑴ 被災地の税務署への応援体制 

仙台国税局については、多数の申告・納税相談、更正の請求や還付申告書の提出等に対応するた

め、平成23年４月25日以降、被災地域を管轄する税務署に対して、管内の他の税務署や国税局から

震災の発生直後の価額＝路線価等（H23.1.1 時点の価額）×調整率 



の応援派遣（延べ約22,400人）、東京及び関東信越国税局等からの応援派遣（延べ約1,400人）を行

うことにより、必要な要員を確保した（平成23年12月末日現在）。 

⑵ 国税職員の地方公共団体に対する人的支援 

平成23年３月19日以降、仙台国税局において、２の県庁及び29の市役所等に対し、延べ約6,400

人の職員を派遣し、り災証明書の発行業務等の支援を行った。 

 

５ 確定申告期の支援 

平成23年分確定申告期においては、被害が甚大であった仙台国税局の確定申告期における納税者の

方々への対応に万全を期するため、被災地域を管轄する税務署（19署）に対して、管内の他の税務署

や国税局からの応援派遣(延べ約7,000人)を行ったほか、国税局の垣根を越えて、 

① ２月６日から３月16日までの間、仙台国税局管内８税務署に札幌、東京、名古屋、大阪及び福岡

国税局等の職員を延べ約4,500人派遣し、申告相談事務等を支援 

② １月17日から３月15日までの間、大阪国税局に電話相談サテライト・オフィスを開設し、大阪、

広島、高松、熊本の各国税局及び沖縄国税事務所の職員が１日平均約55名体制で仙台国税局管内納

税者からの電話相談に対応 

③ 金沢国税局において、東京国税局から転送されてきた電話相談に対応（金沢国税局が東京国税局

を支援し、東京国税局が仙台国税局を支援する方式による間接的仙台国税局支援） 

といった国税庁を挙げた取組を行った。 

 

６ 酒類業関係 

⑴ 酒類の安全性確保 

国内全ての酒類製造者に対して放射能汚染防止のための技術情報を提供するとともに、酒類製造

場内にある出荷前の酒類及び醸造用水について、放射性物質に関する調査を実施した。 

⑵ 酒類の輸出証明書の発行等 

輸出先からの求めに応じて、輸出される酒類に係る証明書（製造日証明、製造地証明、放射能の

検査証明）を発行するとともに、輸入規制をしている国・地域に対して、外務省を通じて規制の緩

和等の働きかけを行った。 

⑶ 免許手続等の特例 

被災した酒類製造場等に係る免許等の手続や被災酒類に係る酒税相当額の還付手続等について、

弾力的に取扱うこととした。 

⑷ 震災特例法（酒税関係）における酒税の軽減 

酒類製造場が甚大な被害を受けた中小酒類製造者に対して、酒税が軽減される措置が設けられた。

これに伴い、適用対象となる損害の範囲など、具体的な要件の判定方法等の取扱いについて定め、

酒類業者に対して周知を図った。 

⑸ 中小企業施策の効果的活用に向けた支援等 

中小酒類業者が活用可能な各種中小企業施策（中小企業等復旧・復興支援補助、東日本大震災復

興特別貸付等）に関する情報提供をきめ細かく実施するとともに、各種中小企業施策の活用に関す

る相談に対し、関係行政機関と協調して適切に対応するほか、酒類業に携わる方々の復興に資する

研修会を実施した。 

 


